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ま え が き 

 

交通安全対策の総合的かつ計画的な推進を図るため、昭和４５年６月に制定された

交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）に基づき、都留市では、９次にわ

たり都留市交通安全計画を策定し、昭和４６年度以降、国、県、関係団体・民間団体

等と連携し、各分野における交通安全対策を実施してきたところである。 

 しかしながら、道路交通事故の件数は、近年減少する傾向にあるとはいえ、依然と

して大きな社会問題となっている。 

 交通事故のない社会を実現させることは、国、県、関係団体だけでなく、市民一人

ひとりが高い意識を持って取り組まなければならない重要な課題である。 

 今後も人命尊重の理念の下に、交通事故のない社会を目指し、交通安全対策全般に

わたる総合的かつ長期的な計画を定め、これに基づいて諸施策を一層推進していかな

ければならない。 

この第１０次都留市交通安全計画は、このような観点から、交通安全対策基本法第

２６条第２項の規定に基づき、平成２８年度から平成３２年度までの５年間に講ずべ

き交通安全に関する施策を定めたものである。 

 この交通安全計画に基づき、交通の状況や地域の実態に即して、交通の安全に関す

る施策を具体的に定めこれを強力に実施するものとする。 
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計 画 ・ 基 本 構 想 

 

 都留市交通安全計画の位置づけ 

 

 本計画は交通安全対策基本法を根拠としたもので、国が策定した交通安全基本計画

に基づき、山梨県が第１０次山梨県交通安全計画を策定し、この県計画に基づき都留

市が策定する計画です。 

 この計画は、都留市の交通安全施策の大綱として位置づけられるもので、都留市交

通安全条例に基づき、「第 6 次都留市長期総合計画」を上位計画とし、他の関連計画

との整合を図りながら、交通安全の施策に関する総合的な基本方針を協議し、当該施

策をより効果的に推進するために組織された都留市交通安全対策会議で策定されま

す。 

 国、県ともに昭和４６年度からの計画を第１次計画とし、５年ごとに改定を行って

おり、都留市交通安全計画も県が定めた計画に基づき５年ごとに改定しています。 

 平成２３年度を初年度とする第９次計画の計画期間が平成２７年度で終了するた

め、平成２８年度から平成３２年度までの第１０次都留市交通安全計画を新たに策定

するものです。 

 

 計画の基本的な考え方 

 

安全な交通社会の形成に向け、交通安全のための施策を講ずるにあたっては、人命

尊重の理念を基本に、交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘案して、

交通事故及びこれによる死傷者をゼロにすることを目標に、市内の交通環境の変化を

踏まえつつ、交通事故の実態に即した安全施策を講じていく必要があります。 

このような観点から、都留市では山梨県の交通安全計画に基づき、「人優先」を基

本として、交通社会を構成する「人」と道路等の「交通環境」について、相互の関連

を考慮しながら本市の実態に即した施策を継続的に推進します。 

また、「第 6 次都留市長期総合計画」の基本計画Ⅴ、安全・安心、コミュニティ分

野「紡ぎます！人と人のつながりのまち」の政策１：安全・安心のまちづくりの施策

４：交通安全対策の推進を羅針盤に、この計画を積極的に推進し、その効果を高める

よう努めるものとする。 
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第１章 道路交通の安全 

    

 第１節 道路交通安全の目標等 

道路交通事故のない社会をめざして 

 

    人命尊重の理念に基づき、誰もが希望に満ち安全で安心して暮らせる交通事故

のない都留市を目指す。 

   また、交通事故がもたらす大きな社会的・経済的損失をも勘案して、究極的に

は交通事故のない社会を目指す。 

 

   ≪ 道路交通の安全目標 ≫ 

   年間死者数を０人とする。 

（交通事故発生後２４時間以内に死亡した人の数） 

 

  １ 道路交通事故のすう勢   

 

   都留市内の交通事故状況は、発生件数、負傷者数ともに年々減尐しており、平

成２７年の発生件数は８８件、負傷者数１１８人でした。この数値は第９次計画

初年度の平成２３年の発生件数１３７件、負傷者数１６４件と比較すると、発生

件数で約１５％の減尐、負傷者数で約１４％の減尐となっております。 

   死者数につきましては、平成２３年５人、平成２４年０人、平成２５年２人、

平成２６年２人、平成２７年が０人となっております。  

 

192 

169 
155 

176 
161 

137 129 
112 109 

88 

1 0 0 2 2 5 0 2 2 0 

245 

222 

184 

214 213 

164 162 

138 135 
118 

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 

都留市内の交通事故の推移 

発生件数 死者数（人） 傷者数（人） 
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 ２ 交通安全計画における目標 

    

 県の第１０次交通安全計画での目標は、平成３２年までに交通事故件数を４,

４００件以下、交通事故死者数を３０人以下にするとしている。 

 本市の究極の目標は、交通事故のない安全で安心して暮らせるまちを目指して

いますが、一朝一夕にこの目標を達成することは困難であると考えられることか

ら、県の目標を参考に、本計画の計画期間である平成３２年までに、以下の数値

7082 6992 
6477 6493 6283 

5950 6015 

5067 
4514 4621 

61 52 50 38 49 39 40 38 49 33 

9387 9275 

8506 8640 
8225 

7872 8016 

6731 

5934 6084 
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山梨県内の交通事故の推移 

発生件数 死者数（人） 傷者数（人） 

887267 
832704 

766394 737637 725924 
692084 665157 

629033 
573842 

536789 

6415 5796 5209 4979 4948 4691 4438 4388 4113 4117 

1098564 
1034652 

945703 
911215 896297 

854613 825392 
781492 

711374 
665126 
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全国の交通事故の推移 

発生件数 死者数（人） 傷者数（人） 
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を本市の抑止目標として取り組んでいきます。 

 

   区 分 期 間 目 標 数 値 

 第１０次都留市 

 交通安全計画  

平成２８年度～ 

平成３２年度 

年間件数  ８８件以下 

年間死者数   ０人 

＊ここでの年間死者数は、交通事故発生後 24 時間以内に死亡した人の数を指します。 

 

この目標達成に向け、警察をはじめ、市民、関係機関、団体等と連携・協力し

てこの計画の施策を実施します。 

 

第２節 道路交通安全についての対策 

 

 Ⅰ今後の道路交通安全対策の方向 

 

これまで交通事故発生件数並びに道路交通事故による死者数、負傷者数が減尐して

きたことは、これまで実施してきた施策に一定の効果があったものと評価できます。 

今後においては、これまで効果を発揮してきた様々な交通安全対策に加え、社会情

勢や交通情勢の変化等に的確に対応し、有効性が見込まれる新たな施策を柔軟に取り

入れながら、総合的かつ多角的に取り組みを積み重ねることにより、計画の実効性を

確保していくことが求められています。 

 このような観点から、第１０次都留市交通安全計画は、第９次計画を引継ぎながら、

本市の特徴を踏まえ、 

１ 高齢者・子どもの安全確保   

２ 歩行者・自転車の安全確保 

３ 市民一人ひとりによる交通安全の推進 

４ 交通実態を踏まえたきめ細やかな対策の推進 

の４つの項目に視点を置き、計画づくりを行います。 

 

  

１ 高齢者・子どもの安全確保 

 

   高齢者の関係する交通事故が増加傾向にある中で、既に超高齢化社会を迎え

た本市の現状を踏まえると、高齢者が安全かつ安心して外出や移動ができる交

通社会の形成に取り組んでいくことが重要です。  

  そのためには、歩行や自転車等を利用する高齢者が交通事故の被害者となら

ないための対策とともに、事故を起こし、加害者となることを防止する取り組

みなど、それぞれの高齢者の特性に応じた対策を強化することが喫緊の課題と
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なります。 

  また、高齢者をはじめとして多様な人々が身体機能の変化にかかわりなく、

交通社会に参加することを可能にするため、バリアフリー化など、利用しやす

い道路交通環境の形成を図ることも重要です。 

   さらに高齢者の事故が居住地の近くで発生することが多いことを踏まえ、生

活に密着した交通安全活動を推進します。 

   また、尐子化の進展の中で安心して子どもを産み、育てることができる社会

を実現するためには、子どもを交通事故から守る必要性が一層求められます。 

   このため、子どもの安全を確保する観点から、幼児から心身の発達段階に応

じた交通安全教育を推進するとともに、通学路においては、歩道等の歩行空間

の整備を推進します。 

 

２ 歩行者・自転車の安全確保 

 

安全で安心な社会の実現を図るためには、自動車と比較して弱い立場にある

歩行者の安全を確保することが重要であり、特に、高齢者や子どもにとって交

通事故の多い身近な道路の安全性を高めることが一層求められています。 

このため、「人優先」の考えの下、通学路、生活道路、市街地の幹線道路等に

おける歩道等の整備を行い、歩行空間の確保を進めるとともに、反射材の利用・

普及を促進するなど、歩行者の安全確保を図ります。 

    また、自転車については、自動車と衝突した場合には被害を受ける反面、歩

行者と衝突した場合には一転して加害者となることから、被害者と加害者それ

ぞれの立場に応じた対策を講じる必要があります。 

    自転車の安全利用を推進するためには、生活道路等における自転車の走行空

間を確保するとともに、自転車利用者が歩行者等の安全な通行を脅かし重大な

交通事故を発生させることが社会問題化していることから、自転車の交通ルー

ルやマナー等の交通安全教育等の充実を図る必要があります。 

    さらに、駅前や歩道上の放置自転車が問題となっていることから、駐輪場の

利用促進や放置自転車対策を推進します。 

 

３ 市民一人ひとりによる交通安全の推進 

 

    交通事故の防止には、すべての市民が交通事故の危険性を認識し、日常から

交通ルールやマナーを意識して行動することが重要です。 

  このことから、交通安全に関する啓発活動や広報活動を通じて交通安全意識

の向上を図り、交通安全を推進します。 
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４ 交通実態を踏まえたきめ細やかな対策の推進 

 

   第９次計画の期間においては、前述の３点に基づいて総合的な交通安全対策

を実施し、交通事故件数や負傷数の減尐に寄与してきたところですが、現在の

状態で推移している交通事故死者数をなくすためには、多様な発生原因に即し

た対策を講じる必要があります。 

   このため、交通死亡事故の防止政策をさらに充実・強化するために、警察や

関係機関と連携して交通死亡事故現場の共同現地診断を行い、発生場所、時間

帯、形態、交通量等を詳細に分析し、よりきめ細やかな対策を推進します。 

 

 Ⅱ 道路交通安全の施策 

   

   １ 市民一人ひとりの交通安全意識の高揚 

   ２ 道路交通環境の整備 

   ３ 道路交通秩序の維持 

   ４ 救助・救急活動の充実 

   ５ 被害者支援の推進 

   ６ 交通事故調査・分析の充実 

 

１ 市民一人ひとりの交通安全意識の高揚 

 

交通事故をなくすためには、市民一人ひとりが交通ルールを遵守し、正しい

交通マナーを実践するとともに、交通事故防止は自身の問題として考え、行動

することが何よりも重要であり、交通社会に適応する人間を育成するために、

幼児期から適切な指導・教育を実施します。 

また、特に問題となっている高齢者の交通安全対策、自転車の安全利用、飲

酒運転の根絶については、関係機関・団体と連携し推進します。 

 

（１）市民総参加でつくる交通安全の推進 

関係機関・団体等がより一層連携を強化するとともに、それぞれが主体

となり、春・秋の全国交通安全運動に加えて、夏・年末の交通安全運動等

を、関係団体の協力により、幅広い市民総ぐるみの各種交通安全活動を推

進します。 

 

「交通安全パレード」  

  「春の全国交通安全運動」期間中に国道１３９号都留バイパスを約６００ｍに渡

り、総勢約４００人の隊列縦隊で交通安全をアピールします。 
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平成２７年度は関係団体として１３団体が参加。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）交通安全に関する普及啓発活動の推進 

 

    ①交通安全運動の推進 

     交通安全思想を普及させるため、春・秋の全国交通安全運動及び夏・年末

の交通事故防止県民運動を中心に、実態に即した市民運動を実施します。 

 

街頭指導所の開設  

「秋の全国交通安全運動」期間中に国道１３９号において通行車両を停止させて、

交通安全啓発用品を配布し安全運転等の呼びかけを行う。 

参加団体：１０団体 約７０名参加（平成２７年度） 
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街頭啓発活動 

黄色い羽根配布運動、「夏」と「年末」の交通事故防止県民運動、飲酒運転根絶

運動、高齢者交通死亡事故防止運動、踏切事故防止キャンペーン運動。 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                          

 

 

 

              

 

 

 

 

 

   ②広報活動の推進 

     交通安全運動等を効果的に展開し、主要交差点における啓発キャンペーン

等を積極的に実施し、広報誌や CATV 等を活用し啓発に努めます。 

 

   ③シートベルト及びチャイルドシート着用の徹底 

     自動車乗車中の死亡事故においてシートベルトの非着用率が高いことを踏

まえ、運転席及び助手席の着用率１００％を目標とし、併せて後部座席にお

けるシートベルト着用、子どもを同乗させる場合におけるチャイルドシート

の着用を推進するため、関係機関・団体が一体となり、交通安全運動等あら

ゆる機会に広報活動を行い着用の徹底を図ります。 

     また、シートベルト及びチャイルドシート着用を徹底するため、毎月１４

日を基準日として、特定の場所でシートベルト着用推進を目的とした調査を

実施します。平成２７年の調査結果は、運転席９９.３％、助手席９８.６％と

なっています。 
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シートベルト着用率調査（一市町村一運動） 

 

毎月１４日前後の午前９時～１０時の１時間に着用率調査とハンドプレート

による啓発活動を実施する。 

調査場所：上谷交番前 

啓発物品を市内各地域コミュニティセンター、市内飲食店等に設置し啓発促進す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  【 都留市チャイルドシート 

着用啓発マスコット 】    【 シートベルト着用推進啓発物品 】 

 

     

   ④安全確保のための普及活動 

     薄暮時及び夜間における歩行者・自転車利用者の交通事故を防止するため、

交通安全教室などで視認性の高い服装の着用や反射材を活用する効果を周

知させるとともに、その普及促進を図ります。また、自動車運転者から認識

しやすいフラッシュ機能付「交通警告板」の普及を図り、歩行者の交通事故

抑止に努めます。 

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

運転席 84.0 87% 93% 96% 97% 98.2 98.3 97.6 98.0 98.3 98.1 98.1 99.3

助手席 70% 72% 83% 91% 94% 93.4 97.1 96.0 94.3 96.3 97.8 97.2 98.6

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

90.0%

95.0%

100.0%

シートベルト着用率 
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（３）地域でつくる高齢者交通安全対策の推進 

 高齢者を交通事故から守るためには、高齢者自身の自主的な交通安全活

動を促進するとともに、家族に限らず隣近所で見守っていくことが重要で

す。 

    そこで、地域ぐるみで交通安全を意識する機会の尐ない高齢者に声をか

けるなど、高齢者をケアする活動を推進します。 

 

① 高齢者に対する交通安全教育 

 高齢者が多く集まるイベントや老人クラブとの連携によるチラシや反

射材を用いた交通安全教育を受ける機会の尐ない高齢者を対象に、交通

安全意識の高揚を図るとともに、夜間の事故防止対策として反射材等の

利用を促進します。 

 

② 高齢者が集まる場所における交通安全広報の推進 

 老人福祉施設等、高齢者が集まる場所において、事故を未然に防ぐた

めの行動について呼びかける活動を推進します。 

 

③ 運転免許自主返納に対する優遇措置 

     高齢運転者が加害者となる交通事故を減尐させるため、関係機関・団

体と連携し高齢者が自主的に運転免許証を返納しやすい環境づくりを進

め、返納を支援する事業に取り組むとともに、企業等に返納者に対する

優遇措置の協賛を働きかけます。 

     本市では、住民基本台帳に記載されている満６５歳以上の方で、運転

免許自主返納後３ヵ月以内に地域環境課窓口に申請することにより、その

年度のみ、市内路線バスにも使用可能な市内循環バス回数券の交付を実施

しています。 

 

④ 運転免許自主返納制度の周知 

     運転に不安のある高齢者への運転免許

自主返納制度の周知徹底を図り、高齢者に

対する交通安全意識の高揚に努めます。 

            本市においては、高齢ドライバーによる

交通事故が増加傾向にある事を受けて、被

害者に留まらず加害者となる悲惨な事故

の発生を未然に防ぐため、判断能力及び身

体能力の衰えから、車の運転に不安のある高齢者の運転免許証の自主返

納事業を平成２５年４月１日から実施していますが、今後も自主返納制
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度の普及促進に努めます。 

    

 

 

 

 

（４）自転車の安全利用の推進 

 

    自転車は、子どもから高齢者まで誰でも気軽に利用できる便利な乗り物

ですが、自転車の歩道での暴走や、乗車中に携帯電話を使用しながら走行

するなど、ルールやマナーを守らない危険な走行が問題となっています。 

県内の自転車乗車中の事故件数は交通事故全体の約１割以上を占めて

おり、交通事故防止対策を推進する上で自転車の安全利用対策に取り組ん

でいく必要があります。自転車の安全利用に関するこれまでの取り組みは、

自転車運転者が自動車等との交通事故により被害者となることを防止す

る対策を中心に展開していました。しかしながら、自転車運転者が歩行者

等と衝突し加害者となる交通事故も発生し社会問題化していることから、

自転車の安全利用を徹底するための対策が急務となっています。 

 

① 自転車に係る交通事故防止対策 

       学齢期の交通事故発生状況（死傷者数）をみると、自転車が関係する

事故は日常的な行動範囲が広がり自転車の運転を行う機会が増加するこ

とに伴い、割合が高くなっています。このため、次代を担う小・中・高

生の子どもたちの安全な育成環境を確保するためにも、自転車の安全利

用対策を強化する必要があります。 

H25 H26 H27

総計 （人） 19 29 47

男 （人） 15 16 31

女 （人） 4 13 16
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② 自転車保険の普及及び加入の促進 

       自転車が歩行者をはねたり、自転車同士で衝突するなどの交通事故に

より、自転車運転者が加害者となる事故が起きています。その中でも、

自転車運転者が歩行者を死亡させたり、重度の障害を負わせた場合、高

額賠償を命ずる判決が出されていますが、賠償責任に対応した保険に加

入していない自転車運転者も多いと推察されることから、被害者救済の

側面からも懸念される問題となっています。このため、自転車の安全利

用の徹底と合わせて、自転車運転者に賠償責任が生じた場合に備えた保

険への加入を促進する必要があります。 

 

③ 自転車安全利用の啓発 

        自転車運転者によるルールやマナーの遵守が徹底されていないことを

原因とした自転車が関係する交通事故が頻繁に起きるなど、交通環境を

取り巻く社会情勢の変化を踏まえ、道路交通法が改正され、平成２７年

６月１日から政令で定められた１４の危険行為を繰り返した者に対し、

交通安全講習を受講することが義務付けられました。同講習制度をはじ

め自転車安全利用五則など交通ルールに関する啓発活動を通じて、自転

車の安全利用を徹底していく必要があります。 

 

 

 

 

 － 正しいルールで、安全に自転車を利用しましょう！ －  

① 自転車は 車道が原則 歩道は例外    

◇ 道路交通法上、自転車は軽車両 ！  

・交通状況により車道が危険な時等には歩道を通行できます。 

    

② 車道は 左側 を通行             

  ◇ 自転車は車道の左側に寄って通行！ 
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③ 歩道は 歩行者優先 自転車は 車道寄りを徐行  

◇ 自転車が歩道を通行するときは、車道寄りの部分を徐行！  

・歩行者の通行を妨げそうなときは、一時停止をする （＝歩行者優先）。 

 

 ④ 安 全 ル ー ル を 守 る  

◇ 酒気帯び運転は禁止！ 【罰則】 ５年以下の懲役又は、１００万円以下の罰金。 

◇ 二人乗りは禁止！  【罰則】 ２万円以下の罰金又は科料。 

・６歳未満の子どもを１人乗せるなどの場合を除く。  

        

◇ 並進は禁止！  【罰則】 ２万円以下の罰金又は科料。 

・「並進可」標識のある場所以外では禁止。  

                  

 

 

 

 

 

 

◇ 夜間はライトを点灯！  

【罰則】 ５万円以下の罰金。 

・前照灯及び尾灯（又は反射器材）をつける。  

 

 

◇ 交差点では一時停止 と 安全確認 ！  
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 【罰則】 ３ヵ月以下の懲役又は、５万円以下の罰金。 

・一時停止の標識を守り、狭い道から広い道に出るときは徐行する。 

                   

◇ 信号を守る！  【罰則】 ３ヵ月以下の懲役又は、５万円以下の罰金。 

◇ 傘をさしながら自転車を運転しない！   【罰則】 ５万円以下の罰金。 

⑤ 子どもはヘルメット を着用  

◇ 児童・幼児の責任者は、児童・幼児を自転車に乗車させるときは乗車用ヘルメットを

かぶせる！ 

 

 

 

 

 

 

（５）飲酒運転の根絶 

 

    飲酒運転は、重大な交通事故を引き起こす要因となっています。山梨県

交通安全県民運動基本方針において「飲酒運転の根絶」は最重点活動に掲

げられており、飲酒が運転に及ぼす影響や飲酒運転が重大事故に直結する

危険性と職場や家庭をはじめ県民すべての人に及ぼす影響等の周知徹底

を図り、市民総ぐるみで飲酒運転を追放する環境づくりに努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝ 飲酒運転根絶宣言 ＝ 
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 本市では、平成２２年９月３０日に『飲酒運転根絶宣言』を行い、大月

警察署、関係諸団体等と協力して広報啓発、指導を強力に推進しています。 

しかしながら、死亡事故等重大事故に直結する飲酒運転は、防止につい

て指導、啓発を行っているにも拘わらず、現在においても後を絶たず、死

亡事故の大きな要因の一つとなっています。 

    根絶には、運転者のみならず、同乗者や職場、家族への指導啓発が有効

であることから、街頭指導を始め定期的に広報誌や都留ＣＡＴＶでの啓発

活動の推進を図ります。 

       

      

 

 

 

 

 

 

 

 

【 飲酒運転根絶用啓発物品 】 

【 交通安全ｼﾝﾎﾞﾙ塔Ⅱ 】 

（６）交通安全教育の推進 

 

    ①幼児に対する交通安全教育       

      幼児に対する交通安全教育は、幼児期に道路を通行する際の安全を確保

するためばかりでなく、将来、さまざまな形で道路を通行する時に必要な、

「安全に道路を通行しようとする意識」を養うためにも必要不可欠です。 

      そのため、幼児に対しては、組織的かつ継続的に交通安全教育を実施す

る必要があることから、幼稚園・保育園（所）及び保護者と連携・協力

し、交通安全パレードへの参加や交通安全ぬりえ等を活用して交通安全

教育の内容の充実を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

   ②児童に対する交通安全教育 
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     児童は、小学校での活動、自転車の利用等を通じ、幼児期に比べ行動範囲

が著しく広がります。また、高学年になると、保護者から離れて単独または

複数で行動する機会が増えます。 

     小学校においては、家庭及び関係機関、団体と連携・協力し、歩行者、自

転車利用者として必要な知識と技能を習得させるとともに、道路及び交通の

状況に応じた安全行動が習得できるよう具体的な交通安全教育を計画的かつ

継続的に実施します。 

 

 

 

         

【 反射材付レッスンバック 】 

       

 

 

 

③中学生に対する交通安全教育 

    中学生は、通学等の手段として自転車を利用する機会が増えることもあり、

自転車利用中の事故の割合が高くなっています。また、自転車等の車両に対

する関心が高まり、道路交通についての理解も深まる時期であるなど、社会

人として本格的に交通社会に参加していくための準備段階にあります。 

     中学校においては、家庭及び関係機関・団体と連携・協力を図りながら、

自転車で安全に道路を通行するために必要な知識と技術を十分に習得させ

るとともに、自己及び他者の安全に配慮した行動ができるよう、交通安全教

育を計画的かつ継続的に実施します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝ スタントマンによる交通安全教室 ＝ 
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      交通安全標語コンクール開催 

 

各家庭や学校などで交通安全について話し合うことにより、交

通ルールの遵守と正しい交通マナーの実践を習慣づける目的で都

留市交通安全対策本部と都留市交通安全連合会が主催する交通安

全標語コンクールを開催しています。  

平成１４年度から毎年最優秀作品は、オリジナルのぼり旗にし

て各地域・市内小中学校に配布し、交通安全意識の高揚に役立て

ています。  

また、交通安全シンボル塔にも掲出され、参加賞のボールペン

等に印字し、交通安全啓発活動等で利用されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年度最優秀作品 

命をうばう 三つの悪魔 飲酒・ドラッグ・スマートフォン 

守ろうよ やさしい速度 大事な命 

はんしゃざい くらいよみちの いのちづな 
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④ 高校生に対する交通安全教育 

     高校生は、自動車等の免許を取得することが可能な年齢に達し、その多く

が近い将来、普通免許を取得し、自動車等の運転者として交通社会に参加す

るようになります。また、高校生の交通事故のうち、自転車やバイクの事故

の割合が高くなっており、このような交通事故を防止する必要があります。 

     高等学校においては、家庭及び関係機関・団体と連携・協力を図りながら、

自転車やバイクの運転者として安全に道路を通行するための技能と知識を

十分習得させるとともに、生徒自らの積極的な交通安全活動への参加を促進

します。 

⑤ 成人等に対する交通安全教育 

  地域・職場における講習会を積極的に開催するほか、民間交通安全団体の

活動を通じて、歩行者及び自転車利用者の保護、シートベルト・チャイルド

シート・ヘルメット等の正しい着用、著しい速度超過、飲酒運転、走行中で

の携帯電話の使用等・死亡事故に直結する恐れの高い悪質で危険な運転の防

止等を中心に自発的な安全行動を促して、社会的責任の自覚を醸成します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参加人数, 
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⑥ 体障害者に対する交通安全教育  

     身体に障害のある方の安全な通行方法について、関係機関・団体等と連携

を図り、交通安全教育を推進し、交通安全意識の高揚を図ります。 

 

⑦ 外国人に対する交通安全教育  

     外国人に対しては、警察署と連携をとりながら、講師の派遣や情報の提供

等必要に応じて、日本の交通ルールに関する知識の普及を目的とした交通安

全教育に努めます。    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 啓発物品（反射材）各種 】         【 各種啓発チラシ 】 

 

２ 道路交通環境の整備 

 

 交通事故の防止と交通の円滑化を図るには、「人優先」の考えのもと、人間自

身の移動空間と自動車や鉄道等の交通機関との分離を図るため道路交通環境の

整備が必要です。そのため、道路整備の中で、地域の実情に応じ、交通安全施設

の整備等を推進します。 

 特に、道路交通においては、歩道の整備を積極的に実施する等、通学路、生活

道路、市街地の幹線道路等において、「人優先」の交通安全対策を推進します。 

 

（１） 人優先の安全・安心な歩行空間の整備 

 

① 生活道路における交通安全対策の推進 

   生活道路における歩行者と車両が共存できる安全で安心な道路空間を創

出するための取り組みを推進します。 

 

② 歩行空間等の整備 

  ア 歩道及び自転車利用環境の整備 

    歩行者及び自転車利用者の安全な通行を確保するため、歩行者等の事故

が発生する危険性の高い区間等について、歩道及び自転車利用環境の整備 



- 20 - 
 

    を推進します。 

  イ ひとにやさしい信号機等の整備 

    高齢者、障害者等の通行の安全を確保するため、道路利用者の特性に応

じたバリアフリー対応型信号機、歩車道分離型信号機、道路標識の高輝度

化等の整備を関係機関と協議しながら推進します。 

  ウ 通学路等の整備 

    児童等の安全を確保するため、通学路を中心に道路交通実態に応じた歩

道等の整備や信号機、横断歩道等の交通安全施設の整備を推進します。 

    なお、毎年実施している市内各小学校の通学路点検においては、関係機

関と連携し、対策が必要な箇所の抽出を行い、改善を進めてきましたが、

今後も児童生徒が安全に通学できるように通学路の安全確保に向けた取

り組みを継続的に推進します。 

 

（２） 幹線道路における交通安全対策の推進 

 

① 事故危険箇所対策の推進 

      事故危険箇所対策においては、交差点改良、信号機の新設・改良、歩道、

防護柵、区画線の整備、道路照明・視線誘導標等の設備、道路標識設置及

び高輝度化等の対策を推進します。 

② 市道・県道等における交通規制 

     道路の構造、交通量、交通事故の発生状況等を踏まえ、交通事情に見合

った信号制御、交通規制による交通環境の改善を要請し、交通の安全を確

保します。 

 

（３） 交通安全施設等の整備推進 

 

① 効果的な交通安全施設等の整備 

    道路の構造、交通の状況に応じて、道路標識や道路標示の高輝度化等によ

り、歩行者等の安全を確保するために交通安全施設の整備を推進します。

また、本市を訪れる多くの観光客にわかりやすい交通標識や道路案内看板

等の充実に努めます。 

 

② 信号機の設置及び改良の促進 

     自治会等から寄せられている信号機の設置要望や交通量、交通事故発生

状況等の交通環境を総合的に勘案して、必要性、緊急性の高い箇所への信

号機設置を所轄の警察署を通じ、山梨県公安委員会へ要望するとともに、

既存の信号機についても、交通環境の変化に応じた信号機の改良及び移

転・撤去を要望します。 
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③ 交差点・カーブ対策の推進 

       交通事故発生の危険性がある交差点・カーブ区間に対して区画線、路面

標示、視線誘導標、道路照明灯等の整備を推進します。 

        また、信号機のない交差点においてはドット線、交差点クロスマークの

設置等による交差点存在の明確化、カーブ地点においては線形の明確化に

努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 夜間事故防止対策の推進 

       夜間における視認性を高めるため、交差点や道路の屈曲部等に道路照明

灯の設置、道路標識や道路標示の高輝度化を努めます。 

 

（４） 効果的な交通規制の促進 

 

    主に通過交通の多い幹線道路においては、円滑化に重点を置いた交通規

制を促進し、歩行者等の安全な通行を確保すべき生活道路等においては、

低速度規制や通過交通を抑制するための交通規制を促進するなど、地域の

特性に応じた交通安全対策を推進します。 

 

（５） 自転車利用環境の整備 

 

    自転車利用者及び歩行者等の安全を確保するため、自転車と歩行者の分

離を図るための交通規制を促進します。 

    また、道路管理者、交通管理者と連携し、安全で快適な自転車利用環境

の整備を図るとともに、放置自転車は円滑な交通が妨げられ、交通事故を

誘発する一因となるだけではなく、消防・救急活動に支障をきたすため、

自転車利用者に対し、正しい駐輪方法等についての啓発に努めます。 
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（６） 災害に備えた道路交通環境の整備 

 

① 災害に備えた道路の整備 

        道路は、都市間相互連絡し、生活や経済活動等あらゆる社会活動を支え

る重要な施設であり、震災時においても、救援救護活動、緊急物資の輸送

等の重要な役割を担っていることから、安全確保に努めます。 

 

② 災害発生時における交通規制 

     災害発生時は、道路利用者の安全確保を図るとともに、災害応急対策を

円滑に行うため、「都留市地域防災計画」に基づき迅速かつ的確な交通規制

が実施されるよう対処します。 

 

③ 災害発生時における情報提供の充実 

    災害発生時において、道路の被災状況や道路交通状況を迅速かつ的確に

収集・分析し、防災無線等で情報提供を行います。 

     また、通行可能な道路網を把握して災害対策路線の確保に向けた情報の

収集・提供に努めます。 

 

（７） 駐車対策の推進 

 

    広報誌、ホームページ等により、広く市民に違法駐車対策について広報

啓発活動を行い、「違法駐車をしない、させない、許さない」の機運の醸

成を図るとともに、関係機関、団体と有機的に連携し、秩序ある駐車を推

進します。 

 

（８） 交通安全に寄与する道路交通環境の整備 

 

  ①道路の使用及び占用の適正化等 

   ア 道路の使用及び占用の適正化 

     工作物の設置、工事等のための道路の使用及び占用の許可にあたって

は、道路の構造を保全し、安全かつ円滑な道路交通を確保するために適

正な運用を行うとともに、許可条件の履行、占用物件等の維持管理につ

いて指導します。 

     また、道路工事等に伴う道路使用許可の適正な運用及び道路使用許可

条件の履行等の確認により、交通の安全と円滑を確保します。 

   イ 大規模事業等への先行対策の推進 

     都市計画、開発事業、大規模小売店舗等の建設に際し、地域全体の交

通情勢を勘案した上で、計画の段階から、駐車場の確保、周辺交通に与
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える影響の軽減等について交通管理上必要な指導・提言を積極的に行い

ます。 

 

  ②休憩施設等の利用促進 

    夜間運転や過労運転などによる事故防止や近年の高齢運転者等の増加

に対応して、「道の駅」などの休憩施設等の利用促進を図ります。 

 

  ③子どもの遊び場の管理 

    路上における遊びや運動による事故防止のため、児童の遊び場を関係団

体と協力し管理します。 

 

  ④道路法に基づく通行の禁止又は制限 

    道路の構造を保全し、又は交通の危険を防止するため、道路の破損、欠

壊又は異常気象等により交通が危険であると認められる場合及び道路に

関する工事のためやむを得ないと認められる場合には、道路法に基づき、

迅速かつ的確に通行の禁止又は制限を行います。 

 

３ 道路交通秩序の維持 

 

 交通ルール無視による事故を防止するためには、交通指導取締り、交通事故捜

査、暴走族の取締り等を通じ、道路交通秩序の維持を図る必要があります。 

 このため、交通事故実態等を的確に分析し、飲酒運転や著しい速度超過等悪

質・危険・迷惑性の高い違反に重点を置いた交通指導取締りを促進するとともに、

暴走行為をさせない環境づくりを推進します。 

 

（１） 交通の指導取締りの促進等 

 

    交通事故実態等を的確に分析し、飲酒運転や著しい速度超過等、悪質・

危険・迷惑性の高い違反に重点を置いた交通取締りを警察に要請し、飲酒

運転や暴走行為をさせない環境づくりを推進します。 

 

（２） 飲酒運転の追放気運の高揚 

 

    飲酒運転に対しては、重大な交通事故を引き起こす要因となっているこ

とから、重点的かつ効果的な取締りを警察に要請するとともに、広報誌等

で飲酒運転の危険性の周知徹底を図り、飲酒運転の追放を図ります。 
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（３） 暴走族の追放気運の高揚 

 

    暴走族の追放を図るためには、警察の取締りの強化に加え、交通安全運

動等のあらゆる機会に広報啓発し、地域における暴走族追放の機運の醸成

を図ります。 

    また、暴走族が暴走行為をする際に集合する場所として利用されやすい

施設の管理者に協力を求め、暴走族の集合を禁ずる旨の掲示をする等、暴

走族の集合等をさせないための環境づくりに努めるとともに、警察、道路

管理者と連携し、暴走行為ができない道路交通環境の整備に努めます。 

 

４ 救助・救急活動の充実 

 

   交通事故による負傷者の救命を図り、道路上の交通事故に即応できるよう、

救急医療機関、消防機関等相互の緊密な連携・協力を確保し、救助・救急体

制及び救急医療体制の充実に努めます。 

   特に、負傷者の救命率・救命効果の一層の向上を図る観点から救急現場又

は、搬送途上において、医師等による一刻も早い救急医療、応急処置等を実

施するための体制整備を図るほか、事故現場からの救急通報体制の整備や、 

※バイスタンダーによる応急手当の普及等を推進します。 

 

 ※バイスタンダー（救急現場に居合わせた人） 

 

 

（１） 救助・救急体制の整備 

 

① 救助・救急体制の整備・拡充 

 交通事故による負傷者を、負傷者の救命を図り、救急医療機関、消防

機関等相互の緊密な連携・協力を確保し、救急医療体制の充実を図りま

す。 

 

② 市民に対する心肺蘇生法等の応急手当の普及啓発活動の推進 

      交通事故による負傷者の被害を最小限にとどめるためには、バイス

タンダーによる応急手当の普及が重要となってきます。 

      このため、消防機関等において実施される、地域住民を対象とした

応急手当等の知識や実技の普及を図る講習会の開催を推進します。 

      また、心肺蘇生法や AED（自動体外式除細動器）の操作方法につい

ての広報啓発活動を積極的に行い、救急法の普及を図ります。 
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（２） 救急関係機関の協力関係の確保等 

 

  救急医療施設への迅速かつ円滑な収容を確保するため、救急医療機

関、消防機関等の関係機関における緊密な連携・協力関係の確保を推

進するとともに、救急医療機関の受け入れ、連絡体制の明確化を図り

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 被害者支援の推進 

 

   交通事故被害者等は、交通事故により肉体的、精神的、経済的に多大な打

撃を受け、又は掛け替えのない生命を絶たれる等、大きな不幸に見舞われて

います。 

   交通事故被害者等を支援するため、その心情に配慮した交通事故相談等の

対策を推進します。 

 

（１） 交通事故被害者支援の充実強化 

 交通事故による被害者、その家族や遺族の精神的負担や社会的、経

済的負担に適切に対応するため、県交通事故相談所（県民生活センタ

ー）をはじめとした各種相談機関等との横の連携を密にして、交通事

故相談業務の充実に努めます。 

 

６ 交通事故調査・分析の充実 

 

    交通事故に関して警察、関係機関等との共同により事故原因の分析を行

い効果的な対策の実施に努めます。 
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（１） 交通事故多発箇所の共同現地診断 

 

 交通事故が多発している箇所において警察、関係機関・団体と共同

現地診断を実施し、道路交通環境の観点から事故多発原因及び対策を

検討し、事故防止を図ります。 

 

（２） 交通死亡事故等重大事故発生に伴う緊急現地診断 

 交通死亡事故や被害の大きい事故、社会的に反響の大きい事故が発

生した場合には、現地において警察や関係機関・団体と共同により、

緊急現地診断を行い、運転者の人的要因や道路環境の外的要因を速や

かに分析し、その要因に対する具体的な対策を実施することで同種事

故の再発防止を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝ 国道１３９号 死亡事故発生箇所での実地調査 ＝ 
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第２章 鉄道交通の安全 

 

   踏切事故のない社会をめざして 

 

   踏切事故は、長期的には減尐傾向にありますが、改良すべき踏切道が今もなお

残されており、引き続き踏切事故防止対策を推進することにより、踏切事故のな

い社会を目指します。  

   踏切道における交通安全の目標は、踏切事故件数ゼロを目指します。 

 

第１節 踏切道における交通安全の目標等 

 

   １ 踏切事故のすう勢等 

 

   踏切事故は、全国的にも減尐傾向にあり、市内では、平成２３年から２

７年の発生件数は１１件となっています。  

   事故内容は、遮断機を折られるなど、設備破損によるものですが、いず

れも、重大な事故に発展するおそれがあります。 

 

２ 交通安全計画における目標 

 

   踏切道における交通の安全と円滑化を図るため、市民の理解と協力のも

と、第２節に揚げる諸施策を総合的かつ積極的に推進し、踏切事故件数ゼ

ロを目指します。 

 

第２節 踏切道における交通安全の対策 

 

１ 今後の踏切道における交通安全対策の方向 

 

      踏切事故はひとたび発生すると多数の死傷者を生ずる等、重大な結果を

もたらすものであり、構造の改良、踏切保安設備の整備等の対策について、

それぞれの踏切の状況等を勘案し、より効果的な対策を総合的に推進しま

す。 
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２ 踏切道における交通安全の施策 

 

（１） 踏切道の構造の改良の促進 

 

    警報機、遮断機の整備されていない踏切道や円滑な交通安全の妨げと

なっている踏切道については交通量を勘案して、幅員等の構造改良を必

要に応じ鉄道事業者と協議します。 

    警報機・遮断機のない踏切に、人身事故防止のため、簡易遮断機の設

置を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ＝ 簡易遮断機（遮断機を手で持ち上げて通行）＝ 

 

（２） その他踏切道の交通の安全 

 

    自動車運転者や歩行者等の踏切通行者に対し、交通安全意識の向上及

び踏切支障時における非常押しボタンの操作等の緊急措置の周知徹底を

図るため、鉄道事業者と協力して、踏切事故防止キャンペーンなど広報

啓発に努めるとともに、行動範囲が広がる児童を対象とした踏切安全教

室など、関係機関と連携し学校教育活動を通じて安全教育を推進します。     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           ＝ 踏切安全教室 ＝ 
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３ 簡易遮断機設置個所一覧 
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資料１ 交通安全団体への協力・支援 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝都留市交通安全祈願祭＝ 

 

交通安全に対する市民一般の関心を高めるには、民間の自主的な活動を期待する

ところが大きいことから、交通安全を目的とする民間団体、その他の交通に関係の

ある業務を行う団体等の組織を充実強化するとともに、交通安全教育に関する研修

会、街頭指導所の開設等を含め積極的に参加し、指導力の向上を図ることが重要で

す。 

市民一人ひとりの交通安全に対する関心と、意識を高め、正しい交通ルールと交

通マナーの実践を習慣づけるため、市及び関係団体が密接な連携の下に、家庭・学

校・職場・地域に対して交通事故等の実態を踏まえ、日常生活に密着した広報活動

に努めます。 

 

・都留市交通対策推進協議会 

交通の増加等の情勢にかんがみ、市民の交通安全対策を総合的かつ効果的に

協議推進し、市民生活の安全に寄与することを目的とした各種関係団体の代表

者からなる組織。構成員は６５名。 
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・都留市交通安全連合会  

都留市内８地区の安協支部を中心に構成され、役員数は約４５０名。 

都留市内における交通道徳の普及及び交通事故の発生防止に努め、関係機関と

近密な連帯のもと、地域住民を交通災害から未然に守ることを目的とした団体。 

 

 

 

 

 

 

 

 

＝交通安全パレード開式＝ 

 

・都留市一般交通指導員連絡会 

 

市長から委嘱された一般交通指導員８名。 

各交通安全運動期間中に加え、「高齢者交通死亡事故多発注意報」等の発令時に

おける緊急街頭指導の実施。  

また、各地域の行事において交通指導の協力。 

 

                          

 

 

 

・都留市交通安全母の会 

交通安全思想を各家庭に浸透させることを目的としたボランティア団体。会員

は１５名。 

「高齢者宅訪問」「登下校時の見守り」等の活動実施。 
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資料２ 都留市交通安全対策会議条例 

 

(昭和 46 年 4 月 1 日条例第 12 号) 

改正 昭和 56 年 10 月 9 日条例第 27 号 

 

(設置) 

第1条 交通安全対策基本法(昭和45年法律第110号)第18条第1項の規定に基づき、

都留市交通安全対策会議(以下「会議」という。)を設置する。  

(所掌事務) 

第 2 条 会議は、次の各号に掲げる事務を行う。  

(1) 都留市交通安全計画を作成し、及びその実施を推進すること。  

(2) 前号に掲げるもののほか、市の区域における陸上交通の安全に関する総合的な

施策の企画に関して審議し、及びその施策の実施を推進すること。  

(会長及び委員) 

第 3 条 会議は、会長及び委員をもって組織する。  

2 会長は、市長をもって充てる。  

3 会長は、会務を統理する。  

4 会長に事故あるときは、会長があらかじめ指名する委員がその職務を代理する。  

5 委員は、次の各号に掲げる者をもって充てる。  

(1) 国の関係地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱する者  

(2) 山梨県の部内の職員のうちから市長が委嘱する者  

(3) 山梨県警察の警察官のうちから市長が委嘱する者  

(4) 都留市職員のうちから市長が任命する者  

(5) 教育委員会の教育長  

6 委員の定数は、10 人以内とする。  

7 委員は、非常勤とする。  

(委員の任期) 

第 4 条 委員の任期は、1年とする。ただし、再任を妨げない。  

2 市長は、委員に欠員を生じたときは、補欠の委員を委嘱又は任命することができ

る。  

3 補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。  

(特別委員) 

第 5 条 会議に特別の事項を審議させるため必要があるときは、特別委員を置くこと

ができる。  

2 特別委員は、日本道路公団その他の陸上交通に関する事業を営む公共的機関の職

員のうちから市長が委嘱する。  



- 33 - 
 

3 特別委員は、当該特別の事項に関する審議が終了したときは、解任されるものと

する。  

4 特別委員は、非常勤とする。  

(議事等) 

第6条 この条例に定めるもののほか会議の議事その他会議の運営に関し必要な事項

は、会長が会議に諮って定める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  

附 則(昭和 56 年 10 月 9 日条例第 27 号)  

この条例は、公布の日から施行する。  
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資料３ 都留市交通安全条例 

(平成 9年 10 月 3 日条例第 27 号) 

(目的) 

第 1条 この条例は、都留市(以下「市」という。)における交通安全の確保に関する

基本理念及び市の施策等を定めることにより、市民の安全で快適な生活の実現に寄

与することを目的とする。  

(基本理念) 

第 2 条 交通安全の確保は、市民の安全かつ快適な生活実現の基本であり、現在及び

将来にわたって維持されなければならない。  

(市の責務) 

第 3 条 市は、市民の交通安全意識の高揚及び交通安全を確保するため、啓発活動、

道路交通環境整備等の総合的な交通安全対策の実施に努めなければならない。  

2 市は、前項の対策の実施に当たっては、国、山梨県、その他の関係行政機関及び

関係交通団体(以下「関係機関等」という。)と緊密な連携を図るように配慮しなけ

ればならない。  

(市民の責務) 

第 4 条 市民は、市及び関係機関等が実施する交通安全に関する施策に協力する等交

通の安全に寄与するように努めなければならない。  

(良好な道路交通環境の確保等) 

第 5 条 市は、交通安全を確保するため、交通安全施設等の整備を図り、良好な道路

交通環境を確保するように努めなければならない。  

2 市長は、前項の目的を図るため必要があると認めるときは、関係行政機関に対し、

必要な措置を講ずるよう要請するものとする。  

(交通安全教育の推進) 

第 6 条 市長は、交通安全意識の高揚を図るため、年齢及び地域の実情に応じた交通

安全教育を推進するものとする。  

(交通指導員の委嘱等) 

第 7 条 市長は、市民の自主的な交通安全活動を促進するため、交通指導員を委嘱す

ることができる。  

2 交通指導員は、交通事故の発生を未然に防止するため、街頭啓発活動を実施する

ほか、この条例の目的を達成するため必要な活動を行う。  

(関係交通団体への助成等) 

第8条 市は関係交通団体がこの条例の目的達成のために行う地域における交通事故

防止活動その他交通安全の確保に関する活動の促進を図るため、助成等の支援を行

うことができる。  
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(広報の実施及び情報の提供) 

第 9 条 市は、市民に対し、交通安全に関する広報啓発活動を積極的に行うほか、必

要な情報を提供する。  

(交通死亡事故等発生時の措置) 

第 10 条 市は、交通死亡事故又は特定の区間若しくは地域に集中する交通事故が発

生した場合は、現地調査を実施して総合的な交通事故防止対策を検討する。  

(委任) 

第 11 条 この条例の施行について必要な事項は、市長が別に定める。  

附 則  

この条例は、公布の日から施行する。  
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資料４ 都留市交通安全計画 

昭和４６年度から５年ごとに作成 

 

第１次 昭和４６年度～５０年度 

（交通安全対策会議が設置される） 

第２次  昭和５１年度～５５年度 

第３次  昭和５６年度～６０年度 

第４次  昭和６１年度～ 平成２年度 

第５次  平成３年度～ ７年度 

第６次  平成８年度～１２年度 

 （事務局が１２年度市民生活課から地域振興課へ移る） 

第７次  平成１３年度～１７年度 

 

平成１５年６月６日都留市交通対策推進協議会設立される 

 

第８次  平成１８年度～２２年度 

        （事務局が２０年度地域振興課から市民生活課へ移る） 

第９次  平成２３年度～２７年度 

 （事務局が２７年度市民生活課から地域環境課へ移る） 

第１０次 平成２８年度～３２年度 


